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諮問第 300 号の答申 

製材統計調査等の改正について 

 

農林水産省は、林業における素材生産及び製材業・木製品製造業に属する経済活動

を営む事業所における木材製品の生産・出荷等の動向をより的確に把握するため、製

材統計調査（指定統計第 69号を作成するための調査）と統計報告の徴集として別途実

施している木材統計調査の統合・再編により調査の集約化を図るとともに、調査の範

囲や調査事項の変更等を行った上で、「木材統計調査（仮称）」を、年次調査について

は平成17年分以降の調査から、月次調査については平成18年１月分以降の調査から、

実施することを計画している。 

本審議会は、今回の改正計画全般について、統計体系の整備、報告者負担の軽減、

調査の効率的実施等の観点から審議した結果、下記の結論を得たので答申する。 

 

記 

 

 製材統計調査は、昭和 28 年以降、我が国の素材生産量の把握と木材需要の主要な部

分を占める製材の生産量等を把握することを目的として実施されてきた。また、木材

統計調査は、統計報告の徴集（以下「承認統計調査」という。）として、時々の行政需

要に対応して、昭和 29 年以降、素材生産量の把握のほか、木材の需要・価格動向等を

把握することを目的として実施されてきた。 

 今回の改正計画は、近年の木材需給の変化等を踏まえ、素材及び木材に関する指定

統計調査の体系的整備を図るもので、①素材及び木材の生産の実態を把握し、林業及

び木材に関する基礎資料を整備するため、年次調査として実施されている製材統計調

査の基礎調査並びに木材統計調査（承認統計調査）の木材チップ統計調査及び合単板

統計調査の３調査票を統合・一本化し、基礎調査として実施する、②木材の生産動態

を把握するため、月次調査として実施されている製材統計調査標本工場調査及び木材

統計調査（承認統計調査）の合単板月別調査については、月別調査として引き続き実

施する、③基礎調査の対象とならなかった小規模事業所については、母集団情報の整

備に必要な範囲で木材統計調査名簿として整理する、④調査の名称については、本調

査が、日本標準産業分類の製材業及び木製品製造業に属する経済活動を営む事業所を
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対象として、素材及び木材の生産に関する基本的事項を把握する調査であることにか

んがみ、木材統計調査（仮称）に変更することとしている。 

また、以上のような枠組みの導入に合わせて、調査事項の整理・縮減及び調査方法

の自計申告方法の一部導入を行うほか、標本設計の見直しによる調査対象数の縮減、

結果の取りまとめ期間の短縮による公表の早期化等を図る計画である。 

今回の改正計画について、基礎調査は、素材の需要者側の事業所を対象に素材入荷

量を把握することにより、素材生産の地域別の状況について効率的に、かつ、高い精

度で把握できるものと考えられるほか、調査票の統合・一本化により、これまで製材、

木材チップ及び合単板に係る複数の調査票に記入していた報告者の負担軽減が図られ

るなど、統計体系の整備、報告者負担の軽減及び調査の効率的実施を図るものであり、

おおむね適当である。 

しかしながら、今回の改正計画については、以下の事項について改善を図るととも

に、今後の課題について検討する必要がある。 

 

１ 今回の改正計画 

(1) 調査事項 

基礎調査の調査事項については、本調査が素材及び木材に係る生産統計調査と

しての性格を有しており、木材需給の的確な把握に資するため、素材及び木材に

係る年初在庫及び年末在庫を把握する必要がある。 

なお、基礎調査票及び月別調査票において、生産、出荷及び在庫に係る用語が

不統一であるため、改善する必要がある。 

(2) 調査方法 

基礎調査の調査方法については、調査員・他計申告方式を原則とし、協力の得

られる調査客体については調査員・自計申告方式により実施する計画であるが、

報告者負担の軽減及び調査の効率的実施を図る観点から、原則、調査員・自計申

告方式により実施することが適当である。 

(3) 集計・公表 

月別調査について、製材及び合板は鉱工業生産指数の採用品目となっているが、

本調査結果は、これまで翌月末公表の同指数（速報）ではなく、同指数（確報）

に反映されていた。したがって、本調査については、調査結果が鉱工業生産指数

（速報）に反映されるよう、公表期日の早期化について検討する必要がある。 

 

２ 今後の課題 

木材統計調査（承認統計調査）のうち、木材価格統計調査（月次調査）及び木材

流通構造調査（５年周期調査）に関しては、「木材流通統計調査（仮称）」（承認統計

調査）として整理し、引き続き実施する計画である。このうち、木材流通構造調査

については、報告者負担の軽減及び調査の効率的実施を図る観点から、次回調査に

おいて、産業の実態及び利用状況を踏まえた調査計画を策定する必要がある。 

なお、木材流通構造調査で把握されている集成材については、今後の生産量等を

勘案し、木材統計調査（仮称）の一環として把握することを検討する必要がある。 
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